
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

墨崖」壁塾歴動」圭△_旦杢塁塵空宣二里∠2ユ生並些園豊

1 事業の成果
(1)医療教育に関する調査研究事業
研修医を対象に実施している「基本的臨床能力評価試験 (GM― ITE)」 は、CBT試験として実施しており、
全国 662医療機関から9,011名 の研修医が受験をされました。研修医全体の約半数が参加する試験となり、
医療機関における臨床研修プログラムの評価、改善に役立てられています。
また、GM―ITEの試験結果とアンケー トのデータを用いた医学教育に関する研究を支援しており、令和 4
年度は 22件の研究計画 (研究計画変更を除く)について倫理審査を実施し、3本の研究論文が発表されて
おります。
(2)医療教育に関する普及啓発事業
GM―ITEの試験結果とアンケー トから得られたデータを、臨床研修プログラムの評価 。改善に役立てるた
めのシンポジウムをオンライン形式で開催し、全国から120名 の臨床研修担当者にご参加いただきました。
(3)医療教育に関する支援事業
総合診療医の育成を目的に年 10回のプログラムで開催している「総合診療スキルアップセミナー」は、
オンライン形式で開催しており、のべ 485名 の方にご参加いただきました。
また、令和 4年 5月 には医学生を対象とした特別企画セミナー「ウォールジャパン (日 本の壁)の打破
～外の世界に飛び出そう!～」を開催し、医学生と研修医 75名が参加されました。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 30 059

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】 )
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令和 4年 9
月

オンライ
ン

4名

病院長、
研修管理

責任者
他

120名 687

医療教育に関
する支援事業

総合診療医の育成を目的
とした、医師対象の教育
セミナーの開催*1
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書式第 13号 (法第 28条関係)

【B】 経 常 費 用

2 管理費
(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付繰入額

令和4年度 活動計算書 (その他事業がニニ1▲場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本医療教育プログラム推進機構

1,480,000

1,000,000

1,000,000

科 目 金  額 小計・合計

45,119,600

348,000

7,897,750

53,365,350

457

398

855

53,366,205経 常 収 益 計

【A】 経 常 収 益

3,586,600

3,586,600

11,545,199

1,090,591

662,712

102,016

1,667,233

8,439,687

736,370

173,800

412,000

2,326

1,343,050

297,500

26,472,484(2)その他経費

外注費

荷造運賃費

広告宣伝費

旅費交通費

消耗品費

支払手数料

リース料

賃借料

減価償却費

会議費

通信費

事業費計

聞図書

1 事業費
(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付繰入額

法定福利費

30,059,084

4,084,014



法定福利費

経 常 費 用 計

通

427,062

176,952

(2)その他経費

荷造運賃費

広告宣伝費

旅費交通費

消耗品費

支払手数料

リース料

減価償却費

交際費

会議費

通信費

水道光熱費

新聞図書費

地代家賃

租税公課

業務委託料

支払報酬料

143,946

104,000

11,110

230,929

171,247

130,918

403,410

100,546

59,542

199,962

285,578

53,280

1,371,720

89,100

2,400,000

991,648

6,746,936

管理費計 10,830,950

40,890,034

・①当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 12,476,171

経 常 外 収 益 計

【C】 経 常 外 収 益

【D】 経 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計

②当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】

12,476,171

48.826.379

税 引 前 当 期 正 味 財 産 増 減 額 ①十② ・… ③

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ③―④+⑤ 61,302,550



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本医療教育プログラム推進機構

額 小計

現金預金

売掛金

66,482,42

66.322,927

159,500

流動資産合計

1 流動資産

66 48 42

(1)有形固定資産
工具器具備品

933,7

6,765

927,000

(2)無形固定資産

商標権

ソフトウェア

(3)投資その他の資産

保証料

472,150

【A】 資 産 の 部

2 固定資産

9281

【A】 資 産 合 計 ①+② 67,888,355

未払金

未払消費税等

前受金

預り金

仮受金

2,720

894

753

156

60

868

300

500

637

500

4,585,805

1 流動負債

流動負債合計 ・・・③ 4,585,805

退職給付引当金

2,000

2,000,000

2 固定負債

固定負債合計 ・・・④
6,585,80

【B-1】 負 債 の 部

負 債 合 計 ③+④

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

48,826,379

12,476,171

正

【B-2】 正 味 産  の

67,888,35【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

科 目

1〔



書式第¬6号 (法第 28条関係)

1_重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 、2017年 12月 12日最終改正 NPO法人会計基準協議会)によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産・・・建物・建物附属設備・構築物は定額法、その他の有形固定資産は定率法を採用しています。
・ 無形固定資産・・・定額法を採用しています。
(3)引当金の計上基準
・ 貸倒引当金・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法の規定による法定繰入率

により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上しています。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
・ 該当なし
(5)消費税等の会計処理
・ 税抜き経理を採用しています。

2事業別損益の状況

令和 4年度 計算書類の注記
特定非営利活動法人日本医療教育プログラム推進機構

(単位 :円 )

事 業 報 告 用

科 目

医療教育に関する

調査研究事業

医療教育に

関する普及

啓発事業

医療教育に関する

支援事業
事業部門計 管理部門 合計

試験事業 研究事業
シンポジウム

事業
セミナー事業

病棟診療学習

プロク
・
ラム事業

I 経常収益
可  受取会費
2.受 取寄附金
3 受取助成金等
4.事 業収益
5.そ の他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付繰入額

法定福利費

通勤交通費

人件費計

(2)その他経費
外注費

荷造運賃費

広告宣伝費

旅費交通費

消耗品費

支払手数料

リース料

賃借料

減価償却費

交際費

会議費

通信費

水道光熱費

新聞図書費

地代家賃

租税公課

業務委託料

支払報酬料

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

0

0

0

45,119,600

0

0

0

0

0

0

0

0

0

348,000

0

0

0

0

7,897,750

0

0

0

0

0

0

0

0

0

53,365,350

0

0

0

0

0

855

0

0

0

53,365,350

855

45,119,600 348,000 7,897,750 53,365,350 855 53,366,205

1 728, 000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

000

0

0

0

0

201 1,657,600

0

0

0

0

0

0

0

0

0

600

0

0

0

0

586,3, 480,000

000,000

000,000

427,062

176,952

5,066,600

1,000,000

1,000,000

427,062

176,952

1,728,000 201,000 1,657,600 3,586,600 4,084,014 7,670,614

7,580,060

829,579

0

35,722

1,466,374

4,146,801

515,459

0

412,000

0

0

787,650

0

0

0

0

0

0

725,139

0

662,712

56,465

145,856

407,466

0

56,600

0

0

2,326

0

0

0

0

0

0

0

0

176,248

0

1,782

7,700

109,092

73,637

117,200

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3,240,000

84,764

0

8,047

47,303

3,776,328

147,274

0

0

0

0

555,400

0

0

0

0

0

0

297

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

500

0

0

0

0

11,545,199

1,090,591

662,712

102,016

1,667,233

8,439,687

736,370

173,800

412,000

0

2,326

1,343,050

0

297,500

0

0

0

0

0

143,946

104,000

11,110

230,929

171,247

130,918

0

403,410

100,546

59,542

199,962

285,578

53,280

1,371,720

89,100

2,400,000

991,648

11,545,199

1,234,537

766,712

113,126

1,898,162

8,610,934

867,288

173,800

815,410

100,546

61,868

1,543,012

285,578

350,780

1,371,720

89,100

2,400,000

991,648

15,773,645 2,056,564 485,659 7,859,116 297,500 26,472,484 6,746.936 33,219,420

17.501.645 2.056.564 686.659 9.516.716 297.500 30.059.084 10.830.950 40.890.034

27.617,955 -2.056.564 -338.659 -1.618.966 -297.500 23.306.266 -10.830.095 12.476.171

3_施設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内容 金額 算定方法

円

4.使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は61,302,550円 ですが、そのうち ― 円は、下記のように使途が特定されています。
したがつて使途が制約されていない正味財産は61,302,550円 です。

円 )

5固定資産の増減内訳
(単位 :円 )

6借入金の増減内訳
円 )

7役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単位 :円 )

科 目

計算書類に

計上された

金額

内、役員と

の取引

内、近親者

及び支配法

人との取引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

8その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項
・ 事業費と管理費の按分方法

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

科 目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

有形固定資産

工具器具備品

無形固定資産

商標権

ソフトウェア

投資その他の資産

保証料

合計

13,345,683

315,400

2,060,000

472,150

386,946

0

0

0

0

0

0

0

14,232,629

315,400

2,060,000

472,150

14,232,616

308,635

1,133,000

0

13

6,765

927,000

472,150

16,693,233 3 86,946 17,080,179 15,674,251 1 405.928

当期返済 期末残高科 目 期首残高 当期借入

合計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人日本医療教育プログラム推進機構

科 目 金  額 小  計 合  計

66,322,927

66,482,427

159.500

66,482,427

13

13

6,765

933,765

927.000

472.150

472,150

159,500

13

6,765

927,000

472,150

【A】 資 産 の 部

1 流動資産

売掛金

総合医スキルアップセミナー

流動資産合計 ①

65,526,707

796,220

現金預金

ジヤパンネット銀行/普通預金 (5口 座計)

三井住友銀行/普通預金

2 固定資産
(1)有形固定資産
工具器具備品

映像制作費

(2)無形固定資産

商標権

ロゴデザイン

ソフトウェア

試験問題管理システム

(3)投資その他の資産

保証料

本店事務所

1,405,928

【A】 資 産 合 計 ①+② 67.888,355

2,720,868

894,300

4,585,805

753.500

156,637

60,500

4,585,805

2,000,000

2.000.000

894,300

753.500

60,500

退職給付引当金

156 637

未払金

3月 分給与

3月 分講師謝礼

3月 分業務委託料

その他

【B-1】 負 債 の 部

1 流動負債

2 固定負債
流動負債合計 ・・・③

未払消費税等

令和 5年 3月 期確定消費税等

仮受金

セミナー参加料過入金

前受金

令和 5年 4月 ～令和 6年 3月分セミナー参加料

預り金

源泉所得税

174,840

248,380

995,822

301.826

2,000.000

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 6.585.805

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 61.302.550



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 日本医療重育プログラム推進機構

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

理事 監事
イシバシ サ トシ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日石橋 哲

∩
∠

監事
イチムラ コウイチ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日市村 公一

∩
６

監事

カトウ リョウタロ
ウ

令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日加藤 良太朗

4 監事
クロカワ キヨシ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日黒川 清

ＦЭ
監事理事

コン アキヒデ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日今 明秀

ρ
０

監事理事
トクダ ヤスハル 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日徳田 安春

７

，

監事
ナカムラ ヨシヒコ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日中村 敬彦

（^
）

監事理事
ホッタ トモミツ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日堀田 知光

Ｑ

）

監事理 事

マツムラ タダシ 令和 4年 4月  1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日松村 理司

10
監事

ミノワ ヨシユキ 令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日箕輪 良行



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

理事 監事
ヤ ノ ,r\/l/:

矢野 晴美

令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

12
監事

ヤマナカ カツオ

山中 克郎

令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

13

⌒

B監事
山西 文子

令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

14

オオクボ カズオ

大久保 和夫

令和 4年 4月 1日

令和 5年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

⌒

理事

じ



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

生述塑L宣型二動型L_E墜塁量塗宣互整茎生ユ生生量自塵壁

氏    名

1 石橋 哲

2 市村 公一

3 大久保 和夫

4 加藤 良太朗

5 黒川 清

6 今 明秀

7 徳田 安春

8 中村 敬彦

9 堀田 知光

10 松村 理司

11 箕輪 良行

12 矢野 晴美



13 山中 克郎

14 山西 文子


